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者 3名へのインタビュー調査を実施した（2012年 8月、第 2回調査）。 
第 3 回調査（2012 年 8 月～9 月）は、ゆめ風基金等により宮城県と福島県に設置された
被災地障がい者センター等を訪ね、障害当事者、支援者に対するインタビュー調査を実施
した。第 4回調査（2012年 11月）は第 1回調査でご協力いただいた方たちに 2度目の調査
を実施するとともに、岩手県内の別の支援団体へのインタビュー調査を実施した。 
第 5 回調査（2013 年 2 月）では、あらたに福島県いわき市にある東日本国際大学の先生
方のご協力を得て、いわき市役所、いわき自立生活センターへのインタビュー調査を実施
した。第 6 回調査（2013 年 4 月）では、いわき自立生活センターの利用者、同職員へのイ
ンタビュー調査を実施した。第 7 回（2013 年 5 月）には、別の支援団体の協力を得て、母
子世帯の方へのインタビュー調査を実施した。 
第 8 回調査（2013 年 8 月）は、宮城県内の支援団体関係者に新たにインタビュー調査し
一方で、第 1・3回調査でご協力いただいた方たちに 3回目のインタビュー調査を実施した。 
第 9回調査（2014年 3月）は、2013年夏に実施したアンケート調査（詳細は第 2章）に
おいて継続調査可の回答を下さった方のうち、14名にインタビュー調査を実施した。第 10
回（2014年 8月）はこの継続調査であるが、一部はじめて調査にうかがった世帯がある。 
 第 11 回調査（2014 年 10 月）は、第 1・3・7 回調査に次ぐ、釜石市および周辺自治体に






 第 1回～11回調査の実施期間は、表 1「調査日程・場所・対象等一覧」のとおりである。
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表 1 「調査日程・場所・対象等一覧」 










































































































































1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
1 高齢夫婦、後に単身世帯 ○ ○
2 身体障害、生保、親と同居 ○ ○ ○
3 精神障害、親と同居 ○ ○ ○ ○
4 重度心身障害、親と同居 ○ ○
5 視覚障害、妹と同居 ○ ○ ○
6 身体障害、高齢、三人世帯後に二人世帯 ○ ○ ○ ○
7 視覚障害、夫婦と子どもの五人世帯 ○ ○ ○












20 夫婦世帯、生保 ○ ○
21 夫婦世帯（震災後再婚）、障害のある子ども ○
22 母子世帯 ○ ○
23 母子世帯、障害児 ○






























































上げる。表 2「調査対象世帯の調査回数内訳」中の「世帯番号 6」の世帯である。2012年 8
月の第 1回、2012年 11月の第 3回、2013年 8月の第 7回、2014年 10月の第 10回と 4度















































【第 1回 2012年 8月：調査 1度目】 
●震災直前の世帯概況 


















































































































【第 3回 2012年 11月：調査 2度目】 
 
●変化～お父さん、福祉・医療サービスの利用 
 お父さんは 8月に 2週間程度入院して、家に戻ってきた。まず、困っていることとして
挙げられたのは、お父さんの人工肛門の器具が高価なものに変わったことである。補助は
あるが、認知症のお父さんが自分で剥がしてしまうため、1日に 3、4回取替えなければな





























がいるからダメだといわれ、ヘルパーは使えない。入浴は、2 週に 1 回のデイサービスで
利用してきた。 






































































【2013年 8月の第 7回：調査 3度目】 
 
●変化～お父さん、亡くなる 












これが 1月から亡くなる 6月まで 24時間続いた。 
 
●家族、親戚について 
 3 度目の調査で、兄 A さん・妹 B さん兄弟の一番上に、お姉さんがいることをうかがっ
た。お姉さんは津波被害に合い、漁師をする夫と別れて今は北上で暮らしている。娘（兄















































































お父さんが亡くなって 7 年ぶりに始めた仕事であった。月曜から土曜、朝 9 時から 17








【2014年 10月の第 10回：調査 4度目】 
 
●変化～生活保護受給 


























































































































































































兄 Aさん妹 Bさんの家族は、もともと父、母、姉と 5人世帯であった。幼少期の話は聞
けていないが、兄 Aさんと妹 Bさんは仲が良いのに対し、姉との関係は良くない。兄 Aさ
んが東京の専門学校を卒業するころは、横浜で、大工のお父さんと建て売りの家を作る出
  
稼ぎをしていた。横浜では、父母と兄妹の 4人で暮らしており、いわば一家総出の出稼ぎ
である。 
さらにいえば、一家総出で出稼ぎに行かなければならない地域、厳しい雇用・経済状況
があったものと推察される。妹 Bさんが 30歳の頃戻ってきた。帰ってきてからも建築関係
の仕事をしていた。しかし、震災前・お父さんの介護に従事する 7 年前は、景気が悪くな
ってきて倒産ばかりだったという。母の死去、父の暴力的行動といった家族状況の困難に
加え、兄 Aさんが父と妹を姉のところに預けて出稼ぎにいった際のエピソードが、姉との
関係の悪さを物語っている。 
10年ほど前に妹はリウマチによる障害を抱え、父は認知症になり、介護を要するように
なる。唯一の稼ぎ手であったはずの兄は介護に集中しなければならなくなる。公的介護サ
ービスについては、兄がいて家族介護ができるということで使えず、少なくともこの世帯
に対しては十分に機能していない状況があった。その兄も、眼に障害を抱え、居住地域で
は必須の車の運転ができないというハンディをもつ。収入は、父と妹の年金のみである。
妹の年金支払いの手続きには大変な労力がかかり、漸く支給されるようになった。それで
も通院等に多額の経費がかかり「ゆるくない」生活であった。 
つまり、震災前から、困難な生活状況であった。このようななかで震災が起こった。 
震災直後、三人とも避難所に入ったが、お父さんが肺炎起こして 1週間入院し、兄 Aさ
んは付き添ったため、妹 Bさんは一人になった。妹 Bさんは、トイレに行けない配食も取
りに行けずご飯を食べられないほどであった。そこでケアマネに相談してヘルパーを頼も
うと思ったが、親身になってくれるどころか、自宅が無事なのだから家に帰れといわれる。
家に帰っても、以前からの経済状況の苦しさに加え、医療・介護・福祉施設、買い物をす
るスーパーが無くなるなど地域状況が一変し、物資の確保、移動手段の問題が深刻になる。 
 震災直後、この世帯が、他の人・世帯より大変であったかは判断できない。震災直後は
どの人も苦労したであろうし、なにより、大変さ比べをしても意味はないと思う。さりと
て、障害を抱えているゆえの困難＝必要な介助を得られないなど、があったのは事実であ
り、震災前よりいっそう、生活物資の確保、介護、移動手段に困難が生じて、生活が苦し
くなった。1度目の調査から、生活の苦しさが訴えられていた。 
 
震災発生からしばらく経って、日常生活を回復しようとするなかで、その影響は徐々に
見えにくくなる。率直に言って、発生直後の震災の影響はまだ明白で分かりやすい。震災
前から困難を抱えていた世帯の場合は、なおさら、その困難が震災のためなのかそうでな
いのか、判別はつかなくなっていく。見分けのつかなさがある。 
この世帯の場合、被災した地域に住んで、確かに被害を受けているのに、被災者支援の
公的制度は適用されなかった。もし制度が使えたとしても、被災者支援の制度が、基本的
に震災前の生活を回復しようとするものであり、そうなることが適切なのか疑問である。
震災直後に介助を得られなかったという状況は、震災前からの福祉・医療サービスの利用
状況に鑑みれば、単純に震災の混乱ゆえとはいえないことに気づく。 
公的サービスの地域格差は大きく、理論上は使えるサービスがあっても、そこに行き着
く手続きが複雑すぎる。情報は行き届かない。震災前から役所での手続きに苦労してきた
ことが語られ、なんとか自分たちで工夫して生活してきた。他方で、震災由来の支援団体
  
が現れ、それを活用することもできた。震災によって、新しい支援が創出され、移動手段
については、むしろそれに助けられている。ただし、震災由来の支援は、期間限定であり、
不安な面もある。 
 
 私たちの聞き取り調査にご協力いただいた34世帯中の1世帯に焦点を当てた検討から考
察されるのは、震災前の生活が、回復すべき生活とはいえない人が存在すること、そして
社会保障制度による支援が十分届いていない人たちの存在である。この世帯について言え
ば、現在は生活保護を受給しており、制度による支援が届いたともいえる。しかし、これ
ほどまでに困窮しなければ、生活保護とは受けられないものなのかと思う。 
このことから、現在の社会保障に欠けているのは、「適切な日常生活を回復する」「生活
を良くする」という視点であると考える。先に述べたように、震災後の日常生活回復の過
程での困難は、震災のためなのかそうでないのか、見分けがつきにくい。被災から日常生
活回復の支援については、被災の程度で区別をつけられるものではない。震災前から困難
を抱えている世帯の場合、震災前の状態を回復することが適切ともいえない。 
その場合、被災者支援制度による「補償」ではなく、生活を支える仕組み、「保障」とし
て機能するはずの社会保障制度こそ必要である。そこで求められるのは、被災者を含め、
人びとの生活の質を改善するという視点であると思う。被災した「社会的弱者」の日常生
活の土台となり前提条件となる社会保障制度の在り方とは「生活の質」という理念を備え
たものであると考える。 
